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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、車載 LAN システムを含む車載組込みシステムの標準化を目指して、日欧において
形成されているコンソーシアムを分析対象にしている。分析にあたっては、コンソーシアムに
よるオープン・イノベーション活動の実態分析という観点から、日欧の標準策定プロセスを比
較した。比較分析によって、コンソーシアムの内部およびコンソーシアムとその背後にある国
家や地域の産業技術政策との間の調整メカニズムの相違が明らかにされた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Our research grasp the actual state of the Japanese and European “open innovation” 
activities by means of dealing with, as a case study, the standard setting process of 
standard setting consortium in the automotive embedded-system. In our investigation, we 
could clarify the difference of cooperative standard setting processes amongst not only 
the firms which consist of the industrial consortia itself, but also the varieties of 
consortium which cooperate with each other in order to realize the innovation of that 
sector. 
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１．研究開始当初の背景 
申請者は、平成 15 年より 18 年まで、（財）

日本規格協会/経済産業省標準室主宰「事業

戦略と標準化研究会」委員として、企業の標

準化に関わる産官学の研究者・実務家と共に

共同研究を行う機会に恵まれた。その成果の

一部は、平成 17 年、18 年に開催されたシン

ポジウム『事業戦略と標準化（主催：経済産

業省館）』や、経済産業省 標準化経済性研
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究会編（2006）『国際競争とグローバル・ス

タンダード』日本規格協会にて纏められてい

る。また、申請者は平成 17 年より、独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「産業技術研究助成事業（自動車車載電子制

御システムの日欧標準化推進コンソーシア

ムにおける標準策定プロセスおよびコンソ

ーシアム運営手法の国際比較・分析）」の一

環として、車載ソフトウェアの標準化に関わ

る日欧標準化コンソーシアムの調査・分析に

従事した。そこでは、車載ソフトウェアの標

準化が必要になってきた背景を、自動車の

「電子化」と「ネットワーク化」という二つ

の視点から考察した。本研究は、これら共同

研究や助成研究で蓄積してきた研究成果の

さらなる発展と国際的な展開を企図したも

のであった。 

 
２．研究の目的 
本研究のテーマは、車載通信プロトコル

（以下、車載 LAN プロトコル）の標準化を目

指し、2000 年に独国大手自動車アセンブラ

ーが中心となって設立した「FlexRay コンソ

ーシアム（以下 FRC）」や車載ソフトウェアの

標準化活動を推進するコンソーシアム

「AUTOSAR」を研究対象とし、①車載 LAN や

ソフトウェアの開発においてコンソーシア

ムが設立された背景を捉えたうえで、②日本

で同様の目的を持って 2004 年に設立された

「 JasPar （ Japan Automotive Software 

Platform and Architecture）」との標準策

定プロセス（ＩＰＲや組織管理手法など）に

ついて比較・分析を行い、③欧州のコンソー

シアムとの競争と協調を通じながら、日本発

の規格が国際標準の地位を獲得し、日本の産

業競争力向上に資するための諸条件とその

課題を社会科学的な見地から分析、提言を試

みるものである。 

｢安全・快適・環境に優しい」自動車の開

発に向けて自動車産業では、エンジンやブレ

ーキ、ステアリングなどの複数のシステムを

分散協調制御する動きが広がっている。そし

て、それを実現するための高速かつ信頼性の

高い車載 LANやソフトウェアが求められてい

る。しかしながら、低速通信から高速通信、

それを制御するソフトウェアまで、今日の自

動車産業においてデファクト・スタンダード、

或いは ISO 化されている車載 LAN のほとんど

は、欧州のコンソーシアム発の規格である。

そして、それら欧州コンソーシアム発の規格

は、欧州企業の利害が多分に反映されている。

ゆえに、日本企業にとっては必ずしも使い勝

手が良い規格とはいえず、むしろ実装局面に

おいて競争力獲得の足枷となっている現状

がある。このような現状についての認識を確

かなものにし、日本発の技術的に優れた技術

が市場においても正当に評価されるような

指針を示すことにあった。 

 
３．研究の方法 
本研究では、標準コンソーシアム運営のメ

カニズムについて、理論的・実証的にアプロ

ーチした。理論面では、「企業間ネットワー

ク論」や「予算制約モデル」を援用しながら、

「標準化コンソーシアムにおける効率的な

標準策定メカニズムと企業間の利害調整メ

カニズム」のモデル化を試みた。 

実証面では、分析対象である日欧のコンソ

ーシアムに参画する主要コア・メンバー企業

にたいするインタビューや、標準化を推進す

る産官学関係者へのインタビューやアンケ

ート調査を実施した。 

 

 

４．研究成果 

研究の成果を3つに分けてここに纏める。 

(1) 理論面における「効用と予算制約が与え

られたときの意思決定モデル」の開発 



 「意思決定モデル」の開発によって、部品

間の垂直的な相互接続性が確実な通信システ

ムを開発すべくJasPar発の規格は「精度志向」

である一方、FRC発の規格は様々なユースケー

スに対応可能な通信システムを開発すべく

「汎用性志向」であることが明示された。言

い換えると、FRCはコンソーシアム内部の水平

的な協調関係を発揮しやすい組織能力を活か

して、スケールメリットを活かすことのでき

る仕様知財の策定に比較優位性があり、

JasParはコンソーシアム内部の垂直的な協調

関係を発揮しやすい組織能力を活かして相互

接続性の確実な実装知財の策定に比較優位性

があるということである。しからば、交渉の

過程でJasParがFRCのメンバーであっても

JasPar規格を迅速かつリーズナブルに使用可

能な枠組みを提案することができれば、「ユ

ースケースが限定されてもスケールメリット

が高くなる」規格を確立することが可能にな

ることが明らかにされた。 

 

(2) 調査・実証面における「欧州におけるコ

ンソーシアム活動の背後にある産業技術政策

との関連性」 

本研究では、日本のコンソーシアムが垂直

的な企業間の協調関係を活かして相互接続性

の高いインターフェイス標準の構築に比較優

位性があることを明らかにした。このことは、

特に完成品の安全性に対する要求が高い製品

のコンフォーマンス・テスト仕様の標準化な

どを、日本自動車産業が優位に推進し得るこ

とを物語っている。そうなると、各種認証シ

ステムや機能安全などの規格の標準化につい

ても大きな役割を果たせるはずである。しか

しながら、車載電子制御システム全般につい

て、実際は欧州のコンソーシアム発の規格が

国際標準になっている。本研究では、そのよ

うな欧州優位のメカニズム自体について、予

備的な調査を行ってきた。予備的調査では、

自動車のエレクトロニクス技術の標準化や産

学連携の研究拠点としてこれまで主導的な役

割を果たしてきた3つの研究機関に焦点を絞

り、その沿革と活動内容、組織体制、キーマ

ンのプロファイル、産学連携の状況、連邦政

府あるいはEUの助成プロジェクトとの関わり

等を明らかにした。これら拠点の調査のみか

ら、自動車エレクトロニクス分野における「欧

州的」産学連携の様態を一般化することはで

きない。しかし、今後の継続的な事例調査に

向けて、調査に基づく以下のような特徴の確

認及びいくつかの仮説を提示することができ

た。 

「特徴」 

・自動車エレクトロニクス技術の研究開発・

標準化は、EUないし政府の研究助成を受けた

産学における長期的な活動と関係している。 

・産業コンソーシアムと EU ないしドイツ連

邦政府の研究助成プロジェクトには、一定の

関係がある。 

・産業コンソーシアムと一定の関係にある EU

助成プロジェクト参画企業の顔触れが類似

している。 

・上記「一定の関係」の結節点に大学（もし

くはキーとなる教授）が存在する。 

・結節点にある大学のキーとなる教授には、

自動車産業界（主要ドイツ企業）におけるマ

ネジメントの経験あるいは自らが起業した

経験がある。 

・ドイツには自動車研究・教育を専門とする

大学・研究機関が存在する。 

「仮説」 

・欧州あるいはドイツには、実用に近いとこ

ろでデファクト標準を目指すコンソーシア

ムを形成しつつ、EUの助成プロジェクトが

「安全性」や「信頼性」という観点から認証

ルール（標準）を設定してデジュール化へ向



けた網をかけていく（お墨付きを与えてい

く）仕組みが存在する。 

・ドイツの産学連携拠点の教授には民間企業

におけるマネジメントの経験が必須であり、

その経験によって教授自身に体化された産

業界とのネットワークが「ドイツ的」産学連

携の特徴、あるいは産学連携における「調整

機能」に寄与している。 

・産業界に顔の利く教授は同時に学会にも顔

が利き、産業界からのファンディングのみな

らずEUの研究助成プロジェクトや連邦政府

プロジェクトから資金を導入する能力に秀

でている。 

・産学連携には、産業界に顔の利く教授のほ

かに、大学と産業界及び官界を結ぶ「非営利

のブリッジング機関」が大きな役割を果たし

ている。 

 

(3) 前節(2)の問題意識や仮説に基づく「EU

における産学連携のあり様の調査・分析」 

・オープン・イノベーションというキー概念

に基づき、EUにおける組込みシステムの研究

開発や標準化を推進するARTEMIS(Advanced 

R&D on embedded Intelligent Systems)のオ

ープン・イノベーションのメカニズムを考察

してきた。そのメカニズムとは、表面的には

欧州委員会が共同研究開発体制の枠組みと資

金の一部を提供し、その枠組みと資金を使っ

て産業界が具体的なロードマップを立案、自

らも投資主体となってリスクをとりながらロ

ードマップを実行するという関係として描く

ことができる。しかし、メカニズムの内面に

は、様々な局面における壁を越えた連携―国

家の壁を越えたEU各国関係機関の連携、研究

開発ステージの壁を超えた目的基礎研究と応

用研究の連携、相互接続性と横断的基幹技術

の標準化による産業間の連携、共同技術イニ

シアティブの設置による産官学の壁を越えた

連携、イノベーション・クラスターの創出に

よる地域クラスター間の連携 ―が意識的に

埋め込まれていた。 

・ARTEMISのように、産業界のコミットメント

を得ながら策定・実施されるロードマップは、

単なる技術ロードマップではない。それは、

EUが目指す社会システムの実現に必要な欧州

各国に散在するリソースを組織化するための

仕組みづくりであり、技術ロードマップを超

えた「イノベーション・ロードマップ」とで

も言って然るべき仕組みである。もちろん、

産業界のコミットメントを高めるといっても、

最終市場で競合する各国の企業の能力を糾合

するのは容易ではない。だからこそ、欧州委

員会にとっては競争前段階にある技術の共同

研究開発こそが、産業界のコミットメントを

得るための数少ない手段のひとつとなる。 

・ただし、共同研究開発による技術的成果が

標準化と結びついてくると、共同研究開発の

アグレッシブな性格があらわになり、産業界

のコミットメントを得やすくなる。すなわち

標準化と、国や企業の国際競争力や、それを

確立するためのガバナンスとの関連性を明ら

かにしてきた近年の研究成果が示しているよ

うに、超国家機関にしろ、国家にしろ、企業

にしろ、自らが有利になると想定する“土俵”

を確保するために、標準形成過程において諸

アクターはしのぎを削っている。ARTEMISにつ

いて言えば、一方ではEU域外に対して当該標

準を拡張してグローバル・スタンダードにす

ることによって、技術成果の収益化を最大限

に図ろうとするインセンティブがEU産業界に

働く。他方では、EU域内に対して当該標準を

“外敵”から市場を守る参入障壁として利用

するインセンティブがEU産業界に働く。 

・このように欧州標準を世界標準にすること

は、欧州産業にとって国際競争力構築の絶好

の機会となる。ゆえに、超国家機関の戦略立



案主体としての欧州委員会は、フレームワー

ク・プルグラムのような競争前段階にある技

術の共同研究開発において、標準化を意識し

たオープン・イノベーション政策を打ち出す

ことに、高い政治的合理性を見いだすのであ

る。EUにおける欧州委員会の役割が高まるに

従い、この傾向は一層強くなるであろう。ま

た、標準化をともなうEUのオープン・イノベ

ーション政策は、ますます新重商主義的・競

争的通商政策の色彩が濃いものになっていく

であろう。それは、日本の高度経済成長を支

え、今日ではなかなか上手く機能しなくなっ

てしまった日本のターゲティング戦略（産業

政策）とは一線を画するものである。 
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